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施策目標：

欧州地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関係を構築し、日本に
とって望ましい国際環境を確保すること。

施策評価（総括）：

既存の国際秩序が大きく揺らぎ、地政学的競争が激化し、欧州・大西洋とインド太平洋の安全保障の不可分性がますます明らかとなっている
中で、自由、民主主義、人権、法の支配といった価値や原則を共有する欧州との連携強化は一層重要になっている。このような観点から、首
脳級を含む多層的対話を実現し、欧州諸国との信頼を一層強固なものとし、政治・安全保障・経済関係を強化するとともに、日欧相互理解の
基盤を強化した。また、人的交流や経済協力を深化させ、国際協力強化に関する共通認識を醸成し、地域情勢・国際課題への連携を緊密化し
て、欧州地域の安定とウクライナ支援などにも寄与した。
こうした取組により５つの分野に掲げる目標が一定程度実現され、対欧州地域外交の必要性及び有効性が確認された。よって、施策目標は妥
当である一方、予算・渡航費の制約による対外発信の運用課題も判明したことから、今後は、同目標を維持し、対話・協力と人的交流を一層
深化させるとともに、デジタル技術や経済安全保障などの新興分野における連携を重点化し、地政学的変動や新興課題に機動的・多角的かつ
戦略的に対応する。

外部有識者の所見（概要）：

⚫ 欧州地域外交は、欧州・大西洋とインド太平洋の安全保障が不可分となる中、日本に望ましい国際環境を確保する重要施策であり、目
標の妥当性は高い。近年の国際情勢に鑑み、特に法の支配や多国間協力を維持する上で、欧州と日本の連携はかつてなく重要になって
いる。

⚫ ロシアによるウクライナ侵略が長期化し、中国・ロシア・北朝鮮の連携も深まる中、欧州との政治・安全保障協力、ウクライナ支援、
経済安全保障、サイバー・デジタル分野での連携強化は一層重要である。首脳級を含む多層的対話を通じ、日欧間の信頼と協力基盤を
強化した点は評価できる。

⚫ 欧州連合（EU）や北大西洋条約機構（NATO）、欧州安全保障協力機構（OSCE）との更なる関係強化、日EU経済連携協定（EPA）の
利用率の着実な進捗、欧州諸国との法的枠組みの進展、対日理解促進交流プログラム「MIRAI」の着実な進捗、2025年日本国際博覧会
（大阪・関西万博）の機会を活用した要人訪日、日英経済版２＋２閣僚会合の実現、日英部隊間協力円滑化協定（RAA）や日・伊物品
役務相互提供協定（日伊ACSA）などの締結、ウクライナへの総額200億ドルの支援実績、ウクライナ地雷対策会議の主催、日露青年交
流事業・日露草の根交流事業などの継続などについてはこれまでの外交的努力の成果として高く評価される。

⚫ 安全保障、経済という伝統的な領域に加え、環境などのさまざまな地球規模課題の対処、貿易などの多国間協力の維持においても、欧
州諸国との連携強化が課題になる。

⚫ 欧州側の対インド太平洋関与を一過性に終わらせず、NATO、EU、英国、フランス、ドイツなどとの協力を具体的成果に結びつける必
要がある。今後は、価値の共有に加え、防衛産業、重要技術、経済安全保障、エネルギー、偽情報対策などで実践的協力を制度化する
ことが課題である。

欧州局
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【参考】予算額・執行額等 区分 令和５年度 令和６年度 令和７年度

施策の予算額・執行額等
（分担金・拠出金除く）

予算の状況 1,142 1,155 1,089

執行額 757 773 657

同（分担金・拠出金）
予算の状況 5,436 3,848 5,074

執行額 5,436 3,848 5,002

（注）百万円単位。当初予算、補正予算、繰越し等を含む。
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